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本原則、6つの政策課題及び11のパイロット・プロジェクトに積極的に取組

（訂グローバル・インベントリー

②広帯域ネットワークのグロー

バルな相互運用性

、③異文化間の訓練と教育

＠電子図書館

⑤電子博物館・美術館

⑥環境・天然資源の管理

⑦グローバルな緊急危機管理

⑧グローバルなヘルスケア？アプリケーション

⑨オンライン政府

⑳中小企業のためのグローノヾル・マーケット

⑳海事情報システム

・OECDとの連嘩［通商産業省、郵政省】

平成6年3月のG7雇用サミットを受け、OECDにおいて「技術・生産性及び

尾用」をテーマに検討直行イているところであるが、その検討凍題の中で我が

国がリードカントリーを務める「情報インフラ」や「マルチメディア」につい

てシンポジウムの開催や調査研究等により積極的に貫献

；APECとの連携［通商産業省、郵政省］

平成7年5月未に開催されたAPEC通信・情報産業大臣会会においても積極的

に貢献（AP工Iの構築に向けた行動原則、方策）

・APECプロジェクトの推進

平成7年9月にAPEC各国間で合意した以下の国際共同プロジェクトに積極的

に取組

①EDI（電子データ交換）／EC（電子取引）推進体制の確立［郵政省］

（次世代電子取引実験の推進、Ⅹ．400相互接続試験の推進、電子メッセー

ジング／EDI／ECセミナーの実施）

②アジア・太平樺情報通信テストベッド［郵政省］、

③遠隔教育［郵政省］

④APEC／EDIシステム（高度産業情報化ネットワーク）プロジェクトの推進

［通商産業省］

・APTとの連携［郵政省］

平成7年10月にAPT（アジア・太平洋電気通信共同体）が東京で開催した「A王I

（アジア・太平洋情報通信基盤）に関するハイレベル会合」において積極的に

貢献

・グローバルな高度情報通信社会の実現【郵政省］、

ITU京都全権委員会鶏に伴い、「世界電気通信閣僚会合」を主催、京都宣言の
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採択

○国際協力・支援［郵政省】

・アジア・太平洋地域から技術者を招噂し、国際標準の国内への円滑な準用方法

及び相互横紙試験の推進体制の整備について国際共同研究を実施

・ISDN国際共同研究会（AIC）を開催し、東アジア及び東南アジア地域に対し、

ISDN等高度電気通信に関する共同研究を実施し、技術移転、人材育成等に貢献

・諸外国との相互理解を促進するために、映像国際放送の実施のための環境整備

を図るとともに、開発途上国の放送の普及・発達に貢献するため、国際番組ラ

イブラリーへの支援を通じて放送番組の海外提供を促進

OPARTNERS計画の推進［郵政省〕

・アジア・太平洋地域における衛星通信の普及促進をめざし、遠隔医療、遠隔教

育等の共同実験を通じて、衛星通信利用の有効性を実証するとともに、術星通

信を担う人材育成のための技術移転を推進中

○アジア・ヨーロッパ等との情報通信技術の国際共同研究－【郵政省〕

・世界的な情報通信基盤（GII）の構築に必要な情報通信国際共同研究を実施

○日本在住外国人とのコミュニケーションの推進［郵政省コ

・外国語放送施設整備事業

○国際協力の推進［建設省］

・道路交通分野の高度情報化について、ITS国際会談等における国際情報交換、．国

際標準化等の国際協力を積極的に推進

桐呼の他　①国土の均衡ある発展のための取組

○新しい全国総合醜発計画の策定等丁国土庁コ

・四全総総合的点検洞査部会報告（平成6年6月）

現在を「本格的な高度情報化の時代の幕開けの時期」と位置づけ、高度情報

化の積極的推進が必要との位置づけ

・新しい全国総合開発計画の策定

高度情報通信社会を新しい全国総合開発計画の重要なテーマの－うとして検・

討の対象

・全国総会開発計画の策定のための国土情報の体系的整備
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新しい全国紙会開発計画の策定における安全な国土の形成に向けた方策の検

討に資するためこ　安全な国土づくりに関連した包括的かつ体系的な情報を整備

○テレトピア構想［郵政省］

・地域の特徴や誅噂を薗まえ地域の情報化を促進

・アプリケーション開発プロジェクトや光ファイバー網の整備をテレトピア指定

地域において重点的・先行的に実施

・民間や第3セクターによる事業展開か困難な小規模市町村における地域情報化

の取組を情報通信関連公共投資の拡充により積極的に支援

○電気通信格差是正事業の推進【郵政省、自治省コ

・移動通信用鉄塔施設整備事業・　　　・都市受信障専解消事業

・民放テレビ放送中撤施設整備事業　　・民放中波受信障害解消事業

・民放テレビ放送共向受信施設整備事業・小笠原テレビ難視聴解消事業

○民活法施設整備事業［郵政省コ

・テレコム，リサナチパークなど坤埠における電気通信に関する拠点施設を整備

・平成7年度から、民間事業者による民活法特定施設整備の支援を紘完するた料

の利子補給制度を創設

d地方拠点都市地域の電気通信高度化促進事業【郵政省］
‘

・企業等の業務の円滑な実施を電気通信の利用の両から支援する電気通信機能支

援中核施設（サテライトビジネスセンター）を壌備

○コミュニティ放送施設整備事業［郵政省】

OTV会議システムを活用した遺稿地就職面接会、企業説明会の開催［労働省】

00号の他　②産業の振興のための取組

0産業め情報化のあり方についての検討［通商産業省ユ

・産業構造審議会情報産業部会の産業情報化小委員会において、産業の情報化の

将来像やその実郵こ向けた取組のあり方について検討し、平成7年3月に報草

○生産・調達・運用支援統合情報システム（CALS）の開発［通商産業省コ

・全ての関係主体が、設計、開発から爾達、運用に至るまでの全ての情報を統合

的に管理し、共有・活用する産業ネットワークシステムの標準化及び研究開発

を実施
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・アジア諸国の機械工業等の発展を促進するため、簡易に操作できる電子設計・

生産支援システムの開発を促進、

○電子取引（EDI）の普及促進［通商産業省］

・国内取引における標準EDIとして、CIl標準を策定

・EDIの業酎ヒ、国際化を推進するための業種棟断的組織として平成4年10月にEDI

推進協議会を設立0現如5の業界団体が参加している七ころであ，り、約10，0舶

社がEDIの推進に向けて活動　　　　　　　　　　．ィ．

・平成4年度から業際ネットウ一才購集のためのモデルシステムの開発を実施

製造業と物流業の間のEDIの標準化に取り組み中、7年度は績求支払いの部分の

EDI化を目指す　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　け‘

・中小企業へのEDI導入に向けた、使いやすいシステムの開発．‾ti

O電子商耶I（エレクトリックコマース）’の推進［通商産業省］

；経済構造改革と産業分野の情報化を推進するため、ネットワーク上で各種の商

活動を行う＿電子商取引（エレクトリックコマース）に必要な技術開発、制度等

の環境整備を実施

・電子商取引環境整備委員会を機械情報産業局長及び商着流通審議官の研究会と

して平成7年4月に設置し、検討中

・流通構造の複雑な繊維業界におけるクイックレスポンス（QR）の推進

○中小企業のインターネット利用の推進弾雨産業省〕

・各都道府県に設置された中小企業地域情報センターが、インターネットを利用

して地域の中小企業情報を発信、中小企業のインターネット利用を推進

○コンピュータ・レンタルによる民間の情報化痕資の促進［通商産業省「

・コンピュータ・レンタル事業に対し、低利融資措置や税制措置を実施

○新産業創出・経営革新促進のための情報通信の高度化の在rり方の検討［郵政省］

・電気通信有線会において、情報通信基盤整備加速のための政策的課題として、

ネットワークを活用した新産業創出・経営章新促進のための情報通信の高度化

の在り方にづいて検討を紆い平成7年5月に答申

○情報通信分野の起業支郵こ資する共同利用型研究開発基盤施設の整備〔郵政省］

・通膚・放送機構ノ、の業務追加により研究開発のための基盤施設（光ファイバ網

上の最先端のネッ、トワーク環境を嘘似的に再現できる実験施設）を整備し、こ

れを民間企業の研究開発のために提供

●
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Oテレコム・インキュベーション【郵政省コ

・通信・放送分野の新規事共の創出に資する研究開発を助成金により支援

○閑遵産業の高度化のための情報システムの整備［建設省コ

・建設業着等に関するデータベースの整備

公共工事及び設計業務等の発注について、一層の透明性、競争性の確保等の

ため建設業者、建汝コンサルタント等に関する情報をデータベース化し、全国

の公共工事発注者が一元的に使えるシステムを整備

・不動産情報オンラインネットワーク（REINS）

公正かつ透明な不惑産流通市場を整備し、安全・円滑・迅速な不動産取引を

推進するため、オンラインネットウークを通じて物件情報の交換等を行う指定

流速椒株制度の一層の整備

・情報化を活用した住まいづくりの推進

住宅産業における適切な市場競争を図るため、消費者等に建疲工法、住宅部

品設備等を画像によって情報提供するシステ与を活用

OGISの標準化を通じた空間データ基盤整備の推進［建設省］し

・GIS（地理情報システム）の標準化を行うとともに、GISで必要となる空間デー

タ基盤（社会・統計データと統合可能な地図データ）の整備を推進

備考　この表は、情報通信の高度化に向けた各省庁の主な施策や取組について各雀

庁から当小委員会に渾出された資料等を踏まえ例示したものであり、必ずし

も全てを網羅しているものではない。

i
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図表2　マルチメディア化の進展と国民生活に関するア、ンケート調査の線果

経済企 画庁がノ‘ヾソコ ン通信 によって行 った 亘 ルチメデ ィア化 の進 展 と由民壷 ∴

活 に関す るア ンケー ト」の結果 に よ＿ると、情報 イ匝 よ．る電子 出版 、オンラ イ＿痺 ・

ヨツビング 、地域情報 サー 甲 を利‘用す る者 と．しない者 に分か れてお り．、－．情報化

は適訳 的 に浸透 してい くもの と考 え′‾られ る。．

同　技術・・コスト面共に利用可能となった場合、あなたはどの行動を遇択しますか。

新開は情報ネットワークで入手し、・画面上で読む　　　　　　　　50％

雑誌は情報ネットワークで入手し、画面上で読む　　　　　　　　33％

書籍は情報ネ：7．トワークで入手し、画面上で読む　　　　　　　15％

辞典・辞書は情報ネットワークで入手し、画面上で読む　　　　　　47％

いずれも印刷物で事にする。　　　　　　　　　　　　　　　　　22％

（複数回答可　有効向答者数：4907）

間　技術・コスト面共に利用可能となった場合、あなたはどの行動を選択しますか。

異物は、ネットワークで商品情報を調べ、ネットワ一、クで注文する。

買物は、ネットワークで商品情報を調べ、販売店で購入する。

日常的な商品に限り、ネットワークで注文する。

ネットワークを利用することなく販売店で購入する。

39％

37％

29％

15％
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（複数回答可　有効回答音数：4907）

同　技術・コスト蘭共に利用可能となフた場合、あなたはどの行動を選択しますか。

予防接疎の日時等、地域療報の入手にマルチメディアを利用したい。32％

市役所等、行政棟関の申請、届出等にマルチメディアを利用したい。52％

情報の入手、申帝・届出等両方とも利用したい。　　　　　　　78％

自分で確かめないと不安なので窓口まで出向きたい。　　　　　　　4％

（複数回答可　有効回答者数：4907）

注）聞及び回答は、全て商用ネットを通じたパソコン通信によって実施されており、回答者

のほとんどは、一般の人よりコンピュータに関する知識があることに注意する必要があ

る。

調査期間：平成7年2月9日－15日，

利用ネット：PC－VAN、NIFTY－Serye、iPeople、ASAHI

性　　別：男4060人、女542人、無回答305人
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図表3　パソコン通信の会員数の推移

近年大手パシコン通信ネ示トウ⊥ク問での接線の動きが出てきたこと等から‘、－

単独ネッ・トワニク内のコミ‾ユニケーショーン刊 まな＿ぐ、・‾其のグロ：十バル通信ネット

・ワークとしての広がりをもつようになってきた。それにうれ、、会阜数も爆発的に

伸びる傾向にあり、特に2大ネ∴ソ‾・トワヤク （P C－V A N 、・N IFT Y －Serve）め伸び ．

が著しい。

主なパソコン通信商用ネットワークの会員数

日PC－Ⅴ崩□NIm－Ser陀皿AS鯛Iわト／Peoplet7ストわトロその他

（備考）1．会員数には法人会員を含む。また、延べ会員数であるため、複数のネットワー

クに加入している会員は複数にカウントされている。

2．ASAHIネット／PEOPLE：平成6年からPeopleが新規参入した。平成5年以前

はASAHIネットのみの数字。

3．その他にはJ＆PHOtLIN駄NTT－PCネットワーク、EYE－NET、日経MIX、

TdeStar、マスターネット、JALNET、THESPACECLUBが含まれる。

4．r平成6年度ニュ∵メディア白書」及甲的ニューメディア開発協会資料による。

5．なお、平成7年6月現在で把擾可能なネットの延べ会員数は368．9万人（糾ニ

ューメディア由発協会調べ）
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図表4　家産電化製品とパソコンの普及

1生活を便利にするあるいは、筆活を楽し．くする家庭電化製品・は、価格の低下と

相まって嘩発的に普及七ていく。亘一一テロ時、畦 清一を便和にす現 象庭電化製轟

’－として既に普及投呵 こ入っ．ているが、ノ寸ソコシは、国内出荷台数が93年250・万台、

94年330万台と急速に増加しているものの、家庭への翠及という観点からみ．ると、

まだ立ち上がりの段階に轟‾していない。＿

′　家庭電化製品の普及

曲
目

及

率
（

％
）

－冷蔵庫
一一一二掃除機

・・…・…‥洗濯機

－・…・一カラーテレビ

一・・一・・一・・一・エアコン

‥・‥・電子レンジ

一・一・ビデオ

一・・一＿ワープロノ

パソコン

（備考）1．経済企画庁「消費動向調査年報J

z．近年の調査対象戸数は5000－6000世儒

‾r3．パソコンは87年から、ワープロは88年から調査

●
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国表5　個人情報保護に対する配慮

・行政機関および民醜企業の個人情報への配慮については、回答壷の半顕以上が

配慮がな－されていると考えているか、民間個人情報の保護に関しては二法的措置

串軍必要車考える恵の割合が 7 嘗峠 達している。－

行政機関の個人情報への配慮

1985年7月調
査（2367人）

1989年6月調
査（2293人）

1985年7月調
査（2367人）

1989年6月調
査（2293人）

総　数
（2293人）
20～29歳

（287人）

30・－39歳
（448人）
40～49歳
（545人）

50～59歳

（457人）
60歳以上
（556人）

百十分配慮している
皿ある程度配慮している

圏あまり配慮していない

由ほとんど配慮していない
□わからない．

0％　　20％　40％160％　80％　100％

民間企業の個人情報への配慮

畠十分配慮している
mある程度配慮している

圏あまり配慮していない
団ほとんど配慮していない

□わからない

0％　　20％　40㌢・60％　80％　100％

罠間個人情報保護のための捨置く1989年6月調査）

冒早急な法的措置が必要
皿法的措置が必要
団自主規制等七十分

国何ら必要ない
□わからない

0％　　20％　　40％・60％　　80％　100％

（備考）「個人情報の保護に関する世論調査（平成元年6月調査）」内閣総理大臣官房広報室
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図表6　家計に占める通借黄の日米比較

・日本とアメリカの家計に占め‾拳通信費の割合 を比較すると、いずれも3 ％前後

であり大 き－な違い．はないが、＿アメ リカの方が痘借費が安 くく、通畠調度 も多い （日

・本3．5回／臥 アメリカ9 ．欄 ／日、199絆 、たギ し業務用通信を含む）と七を勘

・案すると、アメ リカの方が豊かな情報生活を送っているとも考えられる。‾

80蔦

雲　60％
（

警　40％

臼他の消費
巳光熱貸
切通信費

日本＼　　　　　　　米国

（備考）1．時務庁「家計調査年報」個々の家計の支出状況の調査席果（ミクロの数値）

2．SurveyofCurrentBusiness一国全体の消費支出（マクロの数値）っ

各国の電話料金の比較

国内市内電話
円 ．

20

10 r　　 A
12

15

闇 ．瀾
日本　　米国　　英回　　仏国　　独国

国内長距離電話

180

135
117

40 1

日本　　米国　　英国　　仏国　　独図

（注）NTTの区域内通話料金との比較　（注）NTTの最遠距離料金と各国の最遠在社
料金との比較

（備考）1．郵政省資料

2．1米ドル＝100．8円、1英ポンド＝160．7円、1仏フラン主19．1円、

1独マルタ＝65．1円で換算

－459「－．・



図表7　伝送速度による通信時間の比較

現行のテレビ画像と同様の動画の送信には、ISp N 1500 （i．5M 賊tノS）の約50倍

・の伝送速度が必要である。また、高度情報通借社会で準要となる高観相の動画を

‘単るには、偲送瑳度を2 桁向上させることが必要である‘。

伝送速度による通信時間の比較

ネ ッ トワーク
情甲 量

革帯網 基本インタ「フェース H O チャネル H l チャネル

（通信速度） 9 60 0b ps 64kbps 384kbp s 1．5M bp s

F A X （A 4 1 枚） 3 5k′ヾイト 30秒（G 3） 4秒（G 4） 0．．7秒 ．0．2秒

・ハイ ビジ 去ン 1 画面 575 k イヾト 8分　 ‾ 72秒 ．1云料 ・－3秒

カラ十動画像 1 秒 ． ∴餌・†イト ・．1 1．7分 11分 ． 171秒 43野

C T ネキ ャン 坤 申 14亘 ．・ 2分 － 20 秒 5秒

フb ッピ十デ ィスク 1．4紗・1イト 20彿 ‘． 3分 甲軒 8秒

レシ，トケ ン直接撮影 ． 70秒 イヾト 16 ．2時間　 － 2．4時 間 24 ．3分 6 ．2ネ

、①．（．コンパクトディスク）

・（新 開14000P ）

550醜′1イト 15 ・日‾ 19 ．1時間 1 3 ．2時間 佃分

（備考）1．平成6年度　ニューメディア白書

2．カラー動画像は、現行の普通のテレビと同様のものを想定した場合
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図表8　教育用コンピュータの整備状況および操作でき

文部省では・学校における教育用コンピュータの整備を推進しており、設置率

は着実に増加してきている。また、コンピュータを操作できる教員の割合も同様

に増加している。

学校におけるコンピュータ整備率

35　　　　85　　　　87　　　　88　　　　的　　　　90　　　　91　　　92

ー■トー小学校＋中学校 ー■一高等学校→ト特殊教育精学校

コンピュータを操作できる教員の割合

校rk一特殊教育諸学校を含めた合計

今後の教育用コンピュータ整備計画

現行整備計画由 ／数）・新整備計画（台／校）
′（1990－1994年度）‥‘ （19．9巨 料 昨 度「．＿

小学校 3 22 、（2 人に＿、1 台）

中学疲 r＿2寧 ．．‾ヰ2 （1人車 台）．

・醸殊教育諸学校 ．． 5 1 8 （1 人に．1 由 ′‘L

．高等学校 （普通癖）・ 毎 ．′42 （1 人豆1 台）：‾

2000年までに、全ての教員がコンピュータの活用に関する基礎的な

知識や技術を習得できるよう努めることとされている。

（備考）文部省資料に基づき経済企画庁総会計画局において作成

ー　－461－


	名称未設定

	名称未設定

	名称未設定




